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事業転換・業態転換事業計画書 

 

   計画策定日 西暦    年  月  日 

 

１ 申込者の概要 

法人名 

代表者名 

又は氏名 

 

所在地  

現在の営業内容 

 

 

【売上減少要件】 

直近１か月間（①）において売上高５％以上減少しており、かつ、その後 2 か月間を含む 3 か月間の売

上高（②）が令和 2年 1月以前の同期に比して５％以上減少することが見込まれること。 

①最近１か月間の売上高の減少率（％） (B-A)/B×100  

 A：最近１か月間の売上高（千円）  

 B：Aの期間に対応する令和２年１月以前の同月１か月間の売上高（千円）  

 

②最近３か月間の売上高の実績見込み減少率（％） ((B+D)-(A+C))/(B+D)  

 C：Aの期間後２か月間の見込み売上高（千円）  

 D：Cの期間に対応する令和２年１月以前の同月２か月間の売上高（千円）  

 

２ 事業転換・業態転換等にかかる取組 

  主な取組内容を以下から選択し、売上の発生有無について記載してください   

取組形態 ☐業態転換    ☐事業多角化   ☐事業転換   

新たな取組

についての

売上発生 

☐ 済（西暦    年    月）      ☐未了 

※売上が発生していない場合は、新たな取組に着手していることが客観的に分かる資料の提

出が必要となる場合があります。 

 

（１）今回の取組の具体的内容について記載してください。 

  （現状分析（業況、強み・弱み・機会・脅威等）を踏まえて記載してください） 
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（２）本取組によって期待できる成果について記載してください。 

 

 

３ 数値目標 

 項番２において記載した取組による経営状況への効果を以下のとおり記載してください。 

【財務分析】 

 直近２期における以下の財務指標から目標とする財務指標を以下から 1 つ以上選択して設定し、設定し

た指標の実績を記載してください。また売上高、営業利益についても記載してください。 

選

択 
財務指標 

前々期 

( 年 月期) 

実績 

直前期 

( 年 月期) 

実績 

必須 売上高（千円）   

必須 営業利益（千円）   

☐ 売上増加率（％）   

☐ 営業利益率（％）   

☐ 労働生産性（千円）   

☐ EBITDA有利子負債倍率（倍）   

☐ 営業運転資本回転期間（か月）   

☐ 自己資本比率（％）   

 

【数値目標の設定】  

 上記で選択した、目標とする財務指標について、今期及び翌２期の目標値を設定してください。 

 また売上高、営業利益についても記載してください。 

財務指標 

計画 1年目 

( 年 月期) 

見込 

計画 2年目 

( 年 月期) 

見込 

計画 3年目 

( 年 月期) 

見込 

売上高（千円）    

営業利益（千円）    
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（参考）財務指標の計算式 

①売上高増加率 

【計算式】＝（売上高/前年度売上高）－1 

 

②営業利益率 

【計算式】＝営業利益/売上高 

 

③労働生産性 

【計算式】＝営業利益/従業員数 

 

④EBITDA 有利子負債倍率 

【計算式】＝（借入金－現預金）/（営業利益＋減価償却費） 

 

⑤営業運転資本回転期間 

【計算式】＝（売上債権＋棚卸資産－買入債務）/月商 

 

⑥自己資本比率 

【計算式】＝純資産/総資産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本計画書が申込人の意思に基づいて正しく記載されていることについて、次のとおり確認しております。 

①確認年月日・確認時刻 

西暦    年   月   日 時    分 

 ②確認方法 

電話    来店面談    訪問面談    その他（     ） 

 ③金融機関名・支店名・確認者名 

金融機関名 支店名 確認者名 

   

 

金融機関使用欄 
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